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第17回歯科口腔保健の推進に関する専門委員会



• 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）

（歯・口腔の健康づくりプラン）の概要

• 歯・口腔の健康づくりプランの指標の

ベースライン値及び目標値の検討

• 健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に

関する指標のベースライン値及び目標値（案）



1989

2009

2011

2012

H１～ 8020（ハチ・マル・ニイ・マル）運動
国民の歯の健康づくりの一環として、

80歳になっても20歯以上保つことを目標

H21～ 噛ミング30（カミングサンマル）
歯科口腔保健からの食育を推進するため、

一口30回以上噛むことを目標

H23 歯科口腔保健の推進に関する法律の施行
歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持の推進に関する施策を

総合的に推進

H23(2011) 医政局長の伺定めにより
「歯科口腔保健推進室」を設置

H27(2015) 歯科口腔保健推進室（訓令室）

H29(2017) 骨太の方針2017に、「生涯を
通じた歯科健診の充実」等の歯
科保健医療に係る取組が新たに
盛り込まれる

H30(2018) 歯科口腔保健推進室（省令室）

R６(2024） 厚労省医政局長通知「地方公共
団体における歯科保健業務指
針」について

H24～ 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項
口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小等を目標

歯科疾患の予防や口腔機能の維持・向上等の歯科口腔保健を推進

我が国における歯科口腔保健の推進

2024
R6～ 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）

～歯・口腔の健康づくりプラン～
2035

○生涯にわたる歯・口腔の健康が社会生活の質の向上に寄与することや、歯・口腔の健康と全身の健康との関連性につ

いても指摘されていることを踏まえ、歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持が重要であることから、歯・口腔の

健康づくりの取組を展開してきた。

H30(2018) 中間評価

R４(2022) 最終評価
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• 平成23年に施行された「歯科口腔保健の推進に関する法律」の第12条第１項において、厚生労働大
臣は歯科口腔保健の推進に関する基本的事項を定めることとしている。

• 歯科口腔保健施策の推進に関する基本的事項では、同法において規定されている国及び地方公共団
体が講ずる施策について、総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定める。

参考）歯科口腔保健の推進に関する法律（平成23年法律第95号）
（歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の策定等）
第十二条 厚生労働大臣は、第七条から前条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基
本的事項を定めるものとする。

国及び地方公共団体が講ずる施策（第7～11条)

◆ 平成24年7月に、歯科口腔保健に関する国及び地方公共団体の施策等を総合的に推進するための基
本的事項として、平成24年から平成34年までの10年間の「歯科口腔保健の推進に関する基本的事
項」（第一次）が定められた。

◆ 令和３年には、都道府県等の策定する医療計画等の期間と調和を図る観点から、「歯科口腔保健の
推進に関する基本的事項」の期間を１年延長し、令和５年度までとされた。なお、令和4年度に最
終評価が実施された。

◆ 令和6年度から令和17年度までの12年間の「歯科口腔保健施策の推進に関する基本的事項」（第二
次）は、「歯・口腔の健康づくりプラン」として、歯科口腔保健に関する国及び地方公共団体の施
策等を総合的に推進するための基本的な事項を定めることとしている。

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項について

①歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等
②定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等
③障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等
④歯科疾患の予防のための措置等
⑤口腔の健康に関する調査及び研究の推進等
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歯・口腔の健康づくりプランの概要

１）歯科口腔保健の推進のための基本的な方針
1. 歯・口腔に関する健康格差の縮小
2. 歯科疾患の予防
3. 口腔機能の獲得・維持・向上
4. 定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健
5. 歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

２）歯科口腔保健を推進するための目標・計画に関する事項

 ※歯科口腔保健の推進のための基本的な方針についてそれぞれ目標・計画の設定及び評価の考え方を示す。

３）都道府県及び市町村の歯科口腔保健の基本的事項の策定に関する事項

 ※地方公共団体における歯科口腔保健推進に関する目標・計画の設定及び評価の際の留意事項を示す。

４）歯科口腔保健を担う人材の確保・育成に関する事項

５）調査及び研究に関する基本的な事項

 ※歯科口腔保健に関する調査の実施及び活用や研究の推進に関する事項を示す。

６）その他歯科口腔保健の推進に関する重要事項

※歯科口腔保健に関する正しい知識の普及、歯科口腔保健を担う者の連携及び協力、大規模災害時の歯科口腔

保健に関する事項を示す。

全ての国民にとって健康で質の高い生活を営む基盤となる生涯を通じた歯科口腔保健を実現することを目的に、歯

科口腔保健に関する施策等を総合的に推進するための基本的な事項を示し、令和６年度から令和17年度までの「歯

科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）」（歯・口腔の健康づくりプラン）を推進する。

歯・口腔健康づくりプランの骨子
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歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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歯・口腔の健康づくりプランの参考指標 一覧

参考指標 目 標 値

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

あ ３歳児でう蝕のない者の割合 95％

い 12 歳児でう蝕のない者の割合 95％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

あ 20 代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

い 40 代における歯周炎を有する者の割合 25％

う 60 代における歯周炎を有する者の割合 45％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

あ 60 歳で 24 歯以上の自分の歯を有する者の割合 95％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

あ 60歳代における咀嚼良好者の割合 80％

い 80歳における咀嚼良好者の割合 70％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

あ 市町村支援を実施している都道府県数 47都道府県

い 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（歯科口腔保健計画を含む）を策定している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

あ 乳幼児期におけるフッ化物塗布に関する事業を実施している市町村の割合 80％

い 学齢期におけるフッ化物洗口に関する事業を実施している市町村の割合 60%

う 歯周病に関する事業を実施している都道府県数 47都道府県

え 口腔機能の育成に関する事業を実施している都道府県数 47都道府県

お 口腔機能低下対策に関する事業を実施している都道府県数 47都道府県

か 障害者（児）に関する歯科口腔保健事業を実施している都道府県数 47都道府県

き 要介護高齢者に関する歯科口腔保健事業を実施している都道府県数 47都道府県

く 在宅等で生活等する障害者（児）に関する歯科口腔保健事業を実施している都道府県数 47都道府県

け 在宅等で生活等する要介護高齢者に関する歯科口腔保健事業を実施している都道府県数 47都道府県

こ 医科歯科連携に関する事業を実施している都道府県数 47都道府県

6



1978

1988

2000

2013

S53～ 第１次国民健康づくり
健康診査の充実、市町村保健センター等の整備、

保健師などのマンパワーの確保

S63～ 第２次国民健康づくり ～アクティブ８０ヘルスプラン～

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12～ 第３次国民健康づくり

～健康日本21～
一次予防の重視

具体的な目標設定とその評価

H15(2003) 健康増進法の施行

H19(2007) 健康日本21中間評価

H23(2011) 健康日本21最終評価
「スマート・ライフ・
プロジェクト」開始H25～ 第４次国民健康づくり

～健康日本21（第二次）～
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目標

生活習慣に加え社会環境の改善を目指す

H30(2018) 健康日本21（第二次）中間評価

R４(2022) 健康日本21（第二次）最終評価

我が国における健康づくり運動

2024
R6～ 第５次国民健康づくり

～健康日本21（第三次）～ 72035

○平均寿命が延びる一方で、高齢化や生活習慣の変化により、疾患構造が変化してきた。国民の健康づくりを社会全体

で進めることの重要性が増す中で、健康づくり対策を総合的・計画的に推進するため、累次の国民健康づくり運動を

展開してきた。

R５(2023).５.31
              健康日本21（第三次）公表

第1回健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料２

令和５年10月20日



参考）健康日本21（第二次）における歯・口腔の健康の領域について

歯・口腔の健康

歯・口腔の健康は摂食と構音を良好に保つために重要であり、生活の質の向上にも大きく寄与する。目標は、

健全な口腔機能を生涯にわたり維持することができるよう、疾病予防の観点から、歯周病予防、う蝕予防及び

歯の喪失防止に加え、口腔機能の維持及び向上等について設定する。当該目標の達成に向けて、国は、歯科

口腔保健に関する知識等の普及啓発や「8020（ハチマルニイマル）運動」の更なる推進等に取り組む。

➢ 健康日本21（第2次）では、歯・口腔の健康について、以下の方針と10項目の目標等が示されて

いる。

（出典）平成28年歯科疾患実態調査（n=466）

項目 評価指標

①口腔機能の維持・向上 60歳代における咀嚼良好者の割合

②歯の喪失防止

ア 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合

イ 60歳で24歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 60歳で24歯以上の自分の歯を有する者の割合

ウ 40歳で喪失歯のない者の割合の増加 40歳で喪失歯のない者の割合

③歯周病を有する者の割合の減少

ア 20歳代における歯肉に炎症所見を有する者の割合の減少 20歳代における歯肉に炎症所見を有する者の割合

イ 40歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 40歳代における進行した歯周炎を有する者の割合

ウ 60歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 60歳代における進行した歯周炎を有する者の割合

④乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増加

ア ３歳児でう蝕がない者の割合が80％以上である都道府県の増加 ３歳児でう蝕がない者の割合が80％以上である都道府県数

イ 12歳児の一人平均う歯数が1.0歯未満である都道府県の増加 12歳児の一人平均う歯数が1.0歯未満である都道府県数

⑤過去1年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合
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資料4

第15回歯科口腔保健の推進に関する専門委員会



健康日本21（第三次）の基本的な方向と領域・目標の概要

個人の行動と健康状態の改善

生活習慣の改善

栄養・食生活 適正体重を維持している者、肥満傾向児、バランスの良い食事、野菜・果物・食塩の摂取量

身体活動・運動 歩数、運動習慣者、こどもの運動・スポーツ

休養・睡眠 休養が取れている者、睡眠時間、週労働時間

飲酒 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者、20歳未満の飲酒

喫煙 喫煙率、20歳未満の喫煙、妊婦の喫煙

歯・口腔の健康 歯周病、よく噛んで食べることができる者、歯科検診受診率

生活習慣病（NCDs）の
発症予防／重症化予防

がん 年齢調整罹患率・死亡率、がん検診受診率

循環器病 年齢調整死亡率、高血圧、脂質高値、メタボ該当者・予備群、特定健診・特定保健指導

糖尿病 合併症（腎症）、治療継続者、コントロール不良者、有病者数

COPD 死亡率

生活機能の維持・向上 ロコモティブシンドローム、骨粗鬆症検診受診率、心理的苦痛を感じている者

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

健康寿命の延伸・健康格差の縮小 健康寿命、健康格差

社会環境の質の向上

社会とのつながり・こころの健康の維持及び向上 地域の人々とのつながり、社会活動、共食、メンタルヘルス対策に取り組む事業場

自然に健康になれる環境づくり 食環境イニシアチブ、歩きたくなるまちなかづくり、望まない受動喫煙

誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備 スマート・ライフ・プロジェクト、健康経営、特定給食施設、産業保健サービス

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり

ライフコースアプローチを
踏まえた健康づくり

こども こどもの運動・スポーツ、肥満傾向児、20歳未満の飲酒・喫煙

高齢者 低栄養傾向の高齢者、ロコモティブシンドローム、高齢者の社会活動

女性 若年女性やせ、骨粗鬆症検診受診率、女性の飲酒、妊婦の喫煙 9

第1回健康日本21（第三次）
推進専門委員会 資料２

（改）
令和５年10月20日



歯・口腔の健康づくりプランのスケジュール

• 歯・口腔の健康づくりプランの計画期間については、健康日本21（第３次）をはじめとした他の計画（医

療計画、医療費適正化計画等）との計画期間を一致させ、整合性を図るために、令和６年度から令和17年

度までの12年間とする。

• 歯・口腔の健康づくりプランの中間評価をプラン開始後６年を目処に、最終評価を同10年を目処に行い、

計画期間中に次期（令和18年度開始）の基本的事項の策定のための期間を設ける。

• 歯・口腔の健康づくりプランの評価のためのベースラインはプラン初年度である令和６年度の値とし、目

標値は令和14年度として設定する。

• ベースラインの提示・中間評価及び最終評価に必要なデータソースである歯科疾患実態調査は、基本的事

項の評価実施時期を踏まえ、令和6年度から4年ごとに実施する。

2022
年度
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6) 

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

2030
(R12)

2031
(R13)

2032
(R14)

2033
(R15)

2034
(R16)

2035
(R17)

2036
(R18)

（歯科疾患実態調査）

ベースライ
ンの提示

中間評価 最終評価

歯・口腔の健康づくりプラン（第１次） 次期

次期プラ
ン策定

（歯科疾患実態調査） （歯科疾患実態調査）

自治体の
プラン策定

自治体の
次期プラン
策定

10



運動期間中のスケジュール

目標の評価

• 全ての目標について、計画開始後６年（令和11年）を目途に中間評価を行うとともに、計画開始後10年（令
和15年）を目途に最終評価を行う

→評価・分析に応じて、基本方針も必要に応じて更新、PDCAサイクルを通じて、より効果的な健康づくりを行う。

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

2030
R12

2031
R13

2032
R14

2033
R15

2034
R16

2035
R17

2036
R18

第三次 次期

自治体

次々期計画策定

国民健康・栄養調査

大規模調査
結果
公表

第二次

自治体次期計画策定

中間
評価

次々期
検討

最終
評価

結果
公表

計画期間

• 関連する計画（医療計画、医療費適正化計画、介護保険事業（支援）計画等）と計画期間をあわせること、
各種取組の健康増進への効果を短期間で測ることは難しく、評価を行うには一定の期間を要すること等を踏
まえ、令和６〜17年度までの12年間とする。

アクションプラン

• 令和５年度以降、アクションプランについて、健康日本21（第三次）推進専門委員会で検討し、自治体等
に示していく。

アクションプランについて議論・提示

結果
公表

ベースライン
の提示

11
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• 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）

（歯・口腔の健康づくりプラン）の概要

• 歯・口腔の健康づくりプランの指標の

ベースライン値及び目標値の検討

• 健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に

関する指標のベースライン値及び目標値（案）



歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

14

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯・口腔に関する健康格差の縮小 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する
者の割合

2.1％ ０％
変更無し

（令和６年地域保健・健康増進事業報告） （令和６年度） （令和14年度）

14

➢ 令和６年度の地域保健・健康増進事業報告における３歳児のう蝕有病状況から、３歳児で４本以上
のう蝕のある者の割合を求めたところ、ベースライン値は2.1％であった。

➢ 直近７回（平成30年度〜令和６年度）の地域保健・健康増進事業報告における３歳児のう蝕有病状
況のデータから、直線回帰モデルによる将来推計を行ったところ、令和14年度の推計値は-0.7％で
あった。

事務局案

ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合

➢ 令和６年度の結果を踏まえた直線回帰モデルによる2032年の推計値は-0.7％となったことから、
目標値は０％とする。

4.0%
3.6%3.5%

3.0%
2.5%2.2%2.1%

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

（％）

（年）

2032年（令和14年）の推計値：ｰ0.7％



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

15

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯・口腔に関する健康格差の縮小 12 歳児でう蝕のない者の割合が 90％以
上の都道府県数

０都道府県 25都道府県 変更無し

（令和６年学校保健統計調査） （令和６年度） （令和14年度）
15

イ 1 2  歳児でう蝕のない者の割合が 9 0％以上の都道府県数

➢ 令和６年学校保健統計調査から、12 歳児でう蝕のない者の割合が 90％以上の都道府県数を求め
たところ、ベースライン値は０都道府県であった。

➢ 直近 16 回（平成 21年度〜令和６年度）の学校保健統計調査における12 歳児でう蝕のない者の
割合が 90％以上の都道府県数から直線回帰モデルによる将来推計を行ったところ、令和14年度
の推計値は 20 都道府県であった。

事務局案

2032年（令和14年）の推計値：20都道府県
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➢ 令和６年の結果を踏まえた令和14年の推計値は20都道府県となったが、12 歳児でう蝕のない者
の割合の全国平均値は増加傾向にあることから、目標値は変更せず25都道府県としてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

16

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯の喪失の防止
40 歳以上における自分の歯が 19 歯以下
の者の割合（年齢調整値）

18.1％ ５％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）

16

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、40歳以上における自分の歯が 19 歯以下の者の割合（年齢調整値）
を求めたところ、ベースライン値は18.1％であった。

➢ 直近４回（平成 23 年、平成 28 年、令和４年、令和６年）の歯科疾患実態調査における40歳以上
における自分の歯が 19 歯以下の者の割合（年齢調整値）から直線回帰モデルによる将来推計を行っ
たところ、令和14年度の推計値は11.2％であった。

事務局案

ウ 4 0  歳以上における自分の歯が 1 9  歯以下の者の割合（年齢調整値）

28.6%
22.7%

19.0% 18.1%
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0.0%
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40.0%
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2032年（令和14年）の推計値：11.2％

➢ 令和６年の結果を踏まえた推計値は11.2％となり、現在の目標値５％を上回った。
➢ 一方で目標値の下方修正は慎重に行う必要があるため、現時点では目標値は変更せず5％とし、中間
評価時に改めて検討することとしてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

治療していないう蝕を有する者の
減少

20 歳以上における未処置歯を有する者の
割合（年齢調整値）

29.1％ 20％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）
18

2 0  歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値）

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、20 歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値）を求
めたところ、ベースライン値は29.1％であった。

➢ 直近４回（平成 23 年、平成 28 年、令和４年、令和６年）の歯科疾患実態調査における20 歳以上
における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値）から直線回帰モデルによる将来推計を行ったと
ころ、令和14年度の推計値は25.2％であった。

事務局案

37.1% 33.6% 31.5% 29.1%
25.2%
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2032年（令和14年）の推計値：25.2%

➢ 令和６年の結果を踏まえた令和14年の推計値は25.2％であったが、目標値の下方修正は慎重に行う
必要があるため、目標値は変更せず 20％とし、中間評価時に改めて検討することとしてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

根面う蝕を有する者の減少
60歳以上における未処置の根面う蝕を有
する者の割合（年齢調整値）

6.4％ ５％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）

19

6 0歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値）

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整
値）を求めたところ、ベースライン値は6.4％であった。

➢ 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合については、令和４年以降の歯科疾患実態調
査において新たに報告されるようになった指標であり、現時点で把握可能なデータは令和４年およ
び令和６年の２時点であるため、将来推計に基づく分析（推計）は困難である。

事務局案

➢ 現在の目標値は、令和４年度厚生労働科学研究において、歯科診療所を受診した患者を対象とし
た60歳以上の年代で未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値）が7.2％であったことを踏
まえて５％に設定されている。

➢ 令和4年、６年の結果はそれぞれ5.5％、6.4％であり、目標値設定時の議論で用いた数値と近いこ
とから、目標値は変更せず５％としてはどうか。

令和4年 令和６年

歯科疾患実態調査 5.5％ 6.4％



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

20

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯肉に炎症所見を有する者の減少
10 代における歯肉に炎症所見を有する者
の割合

26.7％ 10％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）

20

ア 1 0  代における歯肉に炎症所見を有する者の割合

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、10 代における歯肉に炎症所見を有する者の割合を求めたところ、
ベースライン値は26.7％であった。

➢ 10 代における歯肉に炎症所見を有する者の割合については、令和４年以降の歯科疾患実態調査に
おいて新たに報告されるようになった指標であり、現時点で把握可能なデータは令和4年および令
和６年の２時点であるため、将来推計に基づく分析（推計）は困難である。

事務局案

➢ 令和4年、６年の結果はそれぞれ38.2％、26.7％であり、今後の歯科口腔保健に関する施策によ
る改善効果を期待して、目標値は変更せずに10％としてはどうか。

令和4年 令和６年

歯科疾患実態調査 38.2％ 26.7％



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値（案）・目標値

21

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯肉に炎症所見を有する者の減少
20 代〜30 代における歯肉に炎症所見を
有する者の割合（年齢調整値）

22.4％ 15％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）

21

イ 2 0  代～3 0  代における歯肉に炎症所見を有する者の割合（年齢調整値）

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、20 代〜30 代における歯肉に炎症所見を有する者の割合（年齢
調整値）を求めたところ、ベースライン値は22.4％であった。

➢ 直近４回（平成16年、平成21年、平成26年、平成30年）の国民健康・栄養調査における20 代〜
30 代における歯肉に炎症所見を有する者の割合から直線回帰モデルによる将来推計を行ったとこ
ろ、令和14年度の推計値は15.8％であった。

事務局案

33.7% 30.4%
27.8% 24.5%

15.8%
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2032年（令和14年）の推計値：15.8%（％）

➢ 令和４年及び令和6年の結果を踏まえた令和14年の推計値は15.8％であることから、目標値は変
更せず15％としてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値（案）・目標値

22

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯周病を有する者の減少
40歳以上における歯周炎を有する
者の割合（年齢調整値）

47.8％ 40％ 変更無し

（歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）

22

4 0歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値）

➢ 令和14年の推計値は41.3％と現行の目標値 40％と近似した値を示したため、目標値は変更せず40％
としてはどうか。

事務局案

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値）を求めた
ところ、ベースライン値は47.8％であった。

➢ 直近３回（平成 28 年、令和４年、令和６年）の歯科疾患実態調査における40歳以上における歯周炎
を有する者の割合（年齢調整値）から直線回帰モデルによる将来推計を行ったところ、令和14年度の
推計値は41.3％であった。
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2032年（令和14年）の推計値：41.3%
（％）



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

23

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

より多くの自分の歯を有する高
齢者の増加

80 歳で 20 歯以上の自分の歯を有する者
の割合

61.5％ 85％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）
23

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から、80 歳で 20 歯以上の自分の歯を有する者の割合を求めたところ、
ベースライン値は61.5％であった。

➢ 直近４回（平成 23 年、平成 28 年、令和４年、令和６年）の歯科疾患実態調査における80 歳で
20 歯以上の自分の歯を有する者の割合から直線回帰モデルによる将来推計を行ったところ、令和
14年度の推計値は69.6％であった。

事務局案

8 0  歳で 2 0  歯以上の自分の歯を有する者の割合

2032年（令和14年）の推計値：69.6％
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➢ 令和６年度の結果を踏まえた令和14年の推計値は69.6％であり、現在の目標値の85％を下回って
いる。

➢ 一方で目標値の下方修正は慎重に行う必要があるため、現時点では目標値は変更せず85％とし、
中間評価時に改めて検討することとしてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの

24



歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

25

目標 指標（データソース）
ベースライン値

（案）
目標値 目標値の変更（案）

よく噛んで食べることができる
者の増加

50歳以上における咀嚼良好者の割
合（年齢調整値） 81.3％ 80％

90％

（国民健康・栄養調査） （令和６年度） （令和14年度） 25

5 0歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値）

➢ 令和６年国民健康・栄養調査から「50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値）」を求め
たところ、ベースライン値は81.3％であった。

➢ 直近５回（平成27年、平成 29 年、令和元年、令和４年、令和６年）の国民健康・栄養調査にお
ける50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値）から直線回帰モデルによる将来推計を
行ったところ、令和14年度の推計値は89.6％であった。
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事務局案

2032年（令和14年）の推計値：89.6%

➢ 現行の目標値は80％であったが、ベースラインとなる令和６年度国民健康・栄養調査の結果が
81.3％であり、ベースラインで目標値を超える結果となった。

➢ 令和６年度の結果を踏まえた令和14年の推計値は89.6％となったことから、目標値は90％として
はどうか。

（％）



歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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歯・口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

障害者・障害児の歯科口腔保
健の推進

障害者・障害児が利用する施設で
の過去１年間の歯科検診実施率

62.7％ 90％ 変更無し

令和５年度厚生労働科学研究事業
（歯科口腔保健の健康格差に関する実態把
握および調査手法の改善のための研究）

（令和５年） （令和14年度）
27

障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率

➢ 令和５年度厚生労働科学研究事業から「障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実
施率」を求めたところ、ベースライン値は62.7％であった。

➢ 直近４回（平成23、平成28、平成31、令和5年度）の本指標に係る調査結果をもとに直線回帰モデ
ルによる将来予測を試みたが、直線回帰モデルの決定係数は0.001であり推計値は算出できなかった。

事務局案

➢ ベースライン値とする令和5年度の結果は、目標値設定時の推計状況よりも決定係数が低くなり、
決定係数が0.5を下回った結果、令和5年を踏まえた直線回帰による目標値の推計ができず、現在の
目標値の妥当性の検証は困難である。

➢ 現時点では目標値は変更せず90％とし、中間評価時に改めて検討することとしてはどうか。

66.9% 62.9% 77.9% 62.7%
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歯と口腔の健康づくりプランに関する現状値・ベースライン値・目標値

28

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

要介護高齢者の歯科口腔保健の
推進

要介護高齢者が利用する施設での
過去１年間の歯科検診実施率

38.8％ 50％ 変更無し

令和６年度厚生労働科学研究事業
（歯科口腔保健の健康格差に関す
る実態把握および調査手法の改善

のための研究）

（令和６年度） （令和14年度）

28

要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率

➢ 令和６年度厚生労働科学研究事業から「要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実
施率」を求めたところ、ベースライン値は38.8％であった。

➢ 介護老人保健施設と介護老人福祉施設の直近２回（平成31、令和6年度）の全国調査の結果を用い
た。 ２時点のデータのみであるため、将来推計に基づく分析を行うことはできない。

事務局案

➢ 令和6年度の値が38.8％であることを踏まえると、現行の目標値 50％は妥当なものと考えられる。
そのため、目標値は変更せず50％を行わないとしてはどうか。



歯・口腔の健康づくりプランの目標と指標 一覧

目 標 指 標 目 標 値

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） ５％

第２．歯科疾患の予防
一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上
一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 80％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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歯と口腔の健康づくりプランに関するベースライン値（案）・目標値

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯科口腔保健の推進に関する条
例の制定

歯科口腔保健の推進に関する条例
を制定している保健所設置市・特
別区の割合

35.5％ 60％ 変更無し

令和６年度ライフステージに応じ
た歯科口腔保健推進事業

（令和６年度） （令和14年度）

30

歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合

➢ 令和６年度厚生労働省（委託事業）による調査（ライフステージに応じた歯科口腔保健推進事業）
において、保健所設置市・特別区のうち、歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している割合は
35.5％、今後策定予定としている割合は 2.2％であった。

➢ 現在の目標値の設定時と同様の考え方で計算した低位、高位、中位の各目標は以下のとおり。

①低位目標：今後策定予定と回答した保健所設置市・特別区を含めた 37.7％

②高位目標：低位目標の２倍で75.4％

③中位目標：低位目標と中位目標の中間値である約57％

事務局案

➢ 令和６年度の結果を踏まえて計算した中位目標は約57％であり、目標値は変更せず60％としては
どうか。



歯と口腔の健康づくりプランに関するベースライン値（案）・目標値

31

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

PDCAサイクルに沿った歯科口腔
保健に関する取組の実施

歯科口腔保健に関する事業の効果
検証を実施している市町村の割合
の増加

32.1％ 100％ 変更無し

令和６年度ライフステージに応じ
た歯科口腔保健推進事業

（令和６年度） （令和14年度）

31

歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合の増加

➢ 令和６年度厚生労働省事業（ライフステージに応じた歯科口腔保健推進事業）の調査結果によると、
歯科口腔保健事業の効果検証を行っている市町村の割合は 32.1％であった。

事務局案

➢ ＰＤＣＡサイクルに沿った歯科口腔保健に関する施策を推進する観点から、目標値は変更せず
100％としてはどうか。



歯と口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

32

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯科検診の受診者の増加
過去 1 年間に歯科検診を受診した
者の割合

56.0％ 95％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）
32

過去１年間に歯科検診を受診した者の割合

34.1%
47.8% 52.9% 58.8%
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➢ 生涯を通じた歯科健診を推進する観点から、目標値は変更せず95％としてはどうか。

事務局案

＜国民健康・栄養調査＞ あなたはこの１年間に歯科検診（健康診査及び健康診断を含む。）を受けましたか。

2032年（令和14年）の
推計値：75.5%

➢ 令和６年歯科疾患実態調査から「過去 1 年間に歯科検診を受診した者の割合」を求めたところ、
ベースライン値は56.0％であった。

➢ 過去４回（平成21年、平成24年、平成28年、令和５年）の国民健康・栄養調査の本指標に係る調
査結果をもとに直線回帰モデルによる将来推計を行ったところ、令和14年度の推計値は75.5％で
あった。

※ 本指標のデータソースは国民健康・栄養調査であったが、歯科疾患実態調査の実施時期の見直しに伴い、令和６年以降は歯科疾患
実態調査をデータソースとする。（質問項目は同じ）

（％）



歯と口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

33

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の変更

歯科検診の実施体制の整備
法令で定められている歯科検診を
除く歯科検診を実施している市町
村の割合

81.7％ 100％ 変更無し

令和６年度ライフステージに応じ
た歯科口腔保健推進事業

（令和６年度） （令和14年度）

33

法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合

➢ 令和６年度厚生労働省事業（ライフステージに応じた歯科口腔保健推進事業）の調査結果によると、
法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合は81.7％であった。

※ 「法令で定められている歯科検診を除く歯科検診」とは、「学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）第 11 条に定める就学時
の健康診断及び第 13 条に定める児童生徒等の健康診断」、「母子保健法（昭和 40年法律第 141 号）第 12 条第１項に定める健康
診査」、「健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第 19 条の 2 に定める厚生労働省令で定める事業による歯科検診」を除いて、
地方公共団体が独自に対象者を設定し実施する歯科検診とする。

事務局案

➢ 地域における歯科検診を更に推進する観点から、目標値は変更せず100％としてはどうか。



歯と口腔の健康づくりプランに関するベースライン値・目標値

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値 目標値の見直し

う蝕予防の推進体制の整備
15歳未満でフッ化物応用の経験が
ある者

69.8％ 80％ 変更無し

（令和６年歯科疾患実態調査） （令和６年度） （令和14年度）
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1 5歳未満でフッ化物応用の経験がある者

➢ フッ化物塗布およびフッ化物洗口の経験を有する15歳未満の者の全国的な状況については、平成
28年以降の歯科疾患実態調査で把握しており、令和６年は69.8％であった。

➢ 令和６年を含む過去3回（平成28年、令和4年、令和6年）の結果を用いて直線回帰による将来予測
を行ったが、決定係数は0.002となり、直線回帰による2032年の推計は困難であった。

事務局案

➢ 令和4年の減少は、新型コロナウイルス感染拡大の影響でフッ化物洗口プログラムを中止する学校
等が多かったこと等が影響していると推測される。

➢ 一方で、平成28年と比較して、令和6年の値は増加していることから、目標値は現時点では変更せ
ず80％とし、中間評価時に改めて検討することとしてはどうか。
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歯・口腔の健康づくりプランの指標 ベースライン・目標値（案） 一覧

指 標
ベースライン値

（案）
現行目標値
（令和14年）

推計値
（令和14年）

目 標 値
（一部変更案）

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 2.1％ ０％ -0.7％ ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 0都道府県 25都道府県 20都道府県 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） 18.1％ ５％ 11.2％ ５％

第２．歯科疾患の予防

一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） 2.1％ ０％ -0.7％ ０％

12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 0都道府県 25都道府県 20都道府県 25都道府県

20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 29.1％ 20％ 25.2％ 20％

60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） 6.4％ 5％ 推計算出不可 ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 26.7％ 10％ 推計算出不可 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 22.4％ 15％ 15.8％ 15％

40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 47.8％ 40％ 41.3％ 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） 18.1％ ５％ 11.2％ ５％

80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 61.5% 85％ 69.6％ 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上

一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 81.3% 80.0％ 89.6％ 90％

40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） 18.1％ ５％ 11.2％ ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 62.7％ 90％ 推計算出不可 90％

要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 38.8％ 50％ 推計算出不可 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 35.5% 60％ 57.0％ 60％

歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 32.1% 100％ 推計算出不可 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 56.0％ 95％ 75.5％ 95％

法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 81.7% 100％ 推計算出不可 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 69.8％ 80％ 推計算出不可 80％

：ベースライン値が現行の目標値以上
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：推計値算出不可：現行の目標値と推計値の差が５ポイント以上：現行の目標値と推計値の差が5ポイント未満



論点（目標値の見直しについて）
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○ 歯・口腔の健康づくりプランの指標について、直近の歯科疾患実態調査等の結果をその
ままベースライン値とすることとしてはどうか。

○ 目標値について、ベースライン値が現行の目標値を越えた次の指標については、令和６
年の結果を踏まえて行った2032年の推計値を新たな目標値としてはどうか。

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値
目標値の見直し

（案）

よく噛んで食べることがで
きる者の増加

50歳以上における咀嚼良好者
の割合（年齢調整値）

81.3％ 80％ 90％

（国民健康・栄養調査） （令和６年度） （令和14年度）



論点（現行の目標値と推計値の差が５ポイント以上の指標について）
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第17回（令和８年５月８日）

• 告示に示す指標のベースラインと目標値の決定

• 健康日本21（第三次）と重複する項目は地域保健健康増進栄養部会へ

報告・協議

第18回（令和８年夏頃目処）

•参考指標のベースラインと目標値の決定

都道府県

等への周

知

◼ 今後のスケジュール（案）

○ 以下の目標値については、直近の調査結果を踏まえた令和14年の推計値と５ポイント以
上の差を認めたが、現時点では変更せず、中間評価時に再度検討することとしてはどうか。

○ 今後、歯・口腔の健康づくりプランにおける参考指標のベースライン及び目標値を検討
していくにあたり、どのような視点が必要か。

目標 指標 ベースライン値 推計値 目標値

歯・口腔に関する健康格差の縮小
12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上
の都道府県数

0都道府県 20都道府県 25都道府県

歯の喪失の防止 40 歳以上における自分の歯が 19 歯以下
の者の割合（年齢調整値）

18.1％ 11.2％ 5％

治療していないう蝕を有する者の
減少

20歳以上における未処置歯を有する者の
割合（年齢調整値）

29.1％ 25.2％ 20.0％

より多くの自分の歯を有する高齢
者の増加

80 歳で 20 歯以上の自分の歯を有する者
の割合

61.5％ 69.6％ 85％

歯科検診の受診者の増加 過去１年間の歯科検診を受診した者の割合 56.0％ 75.5％ 95％



歯・口腔の健康づくりプランの目標 ベースライン・目標値（案） 一覧

目 標 指 標
ベースライン
値（案）

目 標 値
（一部変更案）

第１．歯・口腔に関する健康格差の縮小

一 歯・口腔に関する健康格差の縮小によるすべての国民の生涯を通じた歯科口腔保健の達成

① 歯・口腔に関する健康格差の縮小 ア ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合 2.1％ ０％

イ 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数 0都道府県 25都道府県

ウ 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値） 18.1％ ５％

第２．歯科疾患の予防

一 う蝕の予防による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① う蝕を有する乳幼児の減少 ３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合（再掲） 2.1％ ０％

② う蝕を有する児童生徒の減少 12歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道府県数（再掲） 0都道府県 25都道府県

③ 治療していないう蝕を有する者の減少 20歳以上における未処置歯を有する者の割合（年齢調整値） 29.1％ 20％

④ 根面う蝕を有する者の減少 60歳以上における未処置の根面う蝕を有する者の割合（年齢調整値） 6.4％ ５％

二 歯周病の予防による健全な歯・口腔の保持の達成

① 歯肉に炎症所見を有する者の減少 ア 10代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 26.7％ 10％

イ 20代〜30代における歯肉に炎症所見を有する者の割合 22.4％ 15％

② 歯周病を有する者の減少 40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値） 47.8％ 40％

三 歯の喪失防止による健全な歯・口腔の育成・保持の達成

① 歯の喪失の防止 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） 18.1％ ５％

② より多くの自分の歯を有する高齢者の増加 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合 61.5% 85％

第３．生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上

一 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持・向上の達成

① よく噛んで食べることができる者の増加 50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値） 81.3% 90％

② より多くの自分の歯を有する者の増加 40歳以上における自分の歯が19歯以下の者の割合（年齢調整値）（再掲） 18.1％ ５％

第 4．定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

一 定期的な歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健の推進

① 障害者・障害児の歯科口腔保健の推進 障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 62.7％ 90％

② 要介護高齢者の歯科口腔保健の推進 要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検診実施率 38.8％ 50％

第５．歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

一 地方公共団体における歯科口腔保健の推進体制の整備

① 歯科口腔保健の推進に関する条例の制定 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している保健所設置市・特別区の割合 35.5% 60％

② PDCAサイクルに沿った歯科口腔保健に関する取組の実施 歯科口腔保健に関する事業の効果検証を実施している市町村の割合 32.1% 100％

二 歯科検診の受診の機会及び歯科検診の実施体制等の整備

① 歯科検診の受診者の増加 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 56.0％ 95％

② 歯科検診の実施体制の整備 法令で定められている歯科検診を除く歯科検診を実施している市町村の割合 81.7% 100％

三 歯科口腔保健の推進等のために必要な地方公共団体の取組の推進

① う蝕予防の推進体制の整備 15歳未満でフッ化物応用の経験がある者 69.8％ 80％

：「健康日本21（第三次）」と重複するもの
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• 歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）

（歯・口腔の健康づくりプラン）の概要

• 歯・口腔の健康づくりプランの指標の

ベースライン値及び目標値の検討

• 健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に

関する指標のベースライン値及び目標値（案）



健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に関する指標
ベースライン値・目標値（案）

40

○ 歯・口腔の健康づくりプランの指標のうち、「50歳以上における咀嚼良好者の割合（年齢調整値）」は、
現時点の目標値80％に対して、令和６年度国民健康・栄養調査の結果によるベースライン値は81.3％とな
り、ベースライン値が現時点の目標値を超える結果となった。

○ 令和６年度の結果を踏まえた令和14年の推計値は89.6％となったことから、目標値90％としてはどうか。

歯・口腔の健康

目標 指標（データソース） ベースライン値 目標値（案）

① 歯周病を有する者の減少
40歳以上における歯周炎を有する者の割合

（年齢調整値）
47.8％ 40％

（歯科疾患実態調査）

② よく噛んで食べることが
できる者の増加

50歳以上における咀嚼良好者の割合
（年齢調整値）

81.3％ 90％

（国民健康・栄養調査）

③ 歯科検診の受診者の増加 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合 56.0％ 95％

（歯科疾患実態調査 or 国民健康・栄養調査）

40



健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に関する指標（ベースライン値）

41

【40 歳以上における歯周炎を有する者の割合】

40歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値）は47.8％※であった。

※ 令和６年平滑化人口により年齢調整した値

① 歯周病を有する者の減少

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第二次）」の進捗評価と推進方策に関するエビデンス構築研究班研究班より提供
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平成28（2016）年 令和４（2022）年 令和６（2024）年

＜40 歳以上における歯周炎を有する者の割合（年齢調整値）＞



健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に関する指標（ベースライン値）
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【50歳以上における咀嚼良好者の割合】

何でもかんで食べることができると回答した者の割合は 85.9%であり、男女別にみると、男性で 86.0%、女性
で 85.8%である。50 歳以上ではその割合は 81.3%（年齢調整値）であり、目標値80％を超える結果となった。

②よく噛んで食べることができる者の増加

出典：令和６年国民健康・栄養調査結果の概要より作成
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健康日本21（第三次）の「歯・口腔の健康」に関する指標（ベースライン値）
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③ 歯科検診の受診者の増加

令和６年国民健康・栄養調査結果の概要、令和６年歯科疾患実態調査より作成 001603146.pdf

＜国民健康・栄養調査＞

34.1
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＜歯科疾患実態調査＞

過去１年間に歯科検診を受けた者の割合は国民健康・栄養調査では58.8％（令和５年）、歯科疾患実態調査では56.0％（令和６年）
であった。当該指標は、これまで国民健康・栄養調査で評価していたため、歯科疾患実態調査においても２０歳以上を対象とした。
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